
様式第２号（第５条関係）

【基本情報】
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☑

☑

☑

☑

☑ スタートアップセミナーを受講している

受講年月日 ○○○○ 年 ○ 月 ○ 日

ホームページＵＲＬ

暴力団、暴力団員又は暴力団員など社会的に非難されるべき者と関係を有する者でない

19

非正規職員： 19 1 女性： 18

取組宣言事業所一覧に記載の事業所
の職員数

正規職員： 34 男性： 15

法
人
名

フリガナ カブシキガイシャ○○フクシ
法人所在地

前橋市大手町○丁目○－○

株式会社○○福祉
法人設立年月日 ○○○○年○月○日

ぐんま介護人材育成宣言事業者宣言書

法人又は事業所のホームページを備えている

http：//

宣言事業所の認定を受けるにあたり、次に掲げる要件を満たしています

取組宣言
事業所

法人単位 □ 事業所単位

介護保険法などの事業の実施に係る関係法令等について、その内容を遵守し、適正な運営を行ってい
る

取
組
宣
言
事
業
所
一
覧

№

○○ホームヘルプ 訪問介護

介護保険
事業所番号

事業所名 サービス種別

○○○○ http：//○○

介護サービス情報公表システ
ムＵＲＬ

○○○○ ○○デイサービス 通所介護 http：//○○

労働関係法令に違反する重大な事実がない

☑

記載例

取組宣言を行う介護事業所等を記載。

法人単位で取組宣言を行う場合は運

営する事業所等を全て記載。

行が不足する場合は、適宜追加。

取組宣言を行う事業所の直近の４月１日現在

の人数（合計）を記入してください。



【宣言情報】 宣言事業者名： 株式会社○○福祉

＜宣言＞

　私たちは、職員一人ひとりがやりがいを持って働き続けられる魅力ある職場づくりの取組を以下のと
おり行い、それを積極的に公表することを宣言します。

取組期間 年 7 月 1 日 ～2020 2020

→

日

宣言達成のための取組

(大項目２項目以上から、小項目１項目以上の取組を行うこと。）

大項目 小項目

具体的取組

自己
評価

現在の状況
※「今後取り組む項目」及び「現在の取組

を公表したい項目」を具体的に記載
将来の目標

年 12 月 31

情
報
共
有
・
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン

理念、方針、ビジョ
ンを職員に周知・
徹底している

→

記録・報告、ミー
ティング等で、利
用者等に関する情
報の共有を徹底し
ている

現場からのアイデ
アや意見・提案を
吸い上げる機会を
設けている

◎

年1回、職員満足度調査を行い、職員から
寄せられる意見・質問・提案等に対して、
社の方針として必ずフィードバックを実施
している。

→

○

職員の食事・休憩スペースを確保し、職
員間のコミュニケーションの場として活
用。 →

今後、職員向けに格安でコーヒー等を提供でき
る設備を設ける。

→

年度事業計画と目
標を職員に明確に
示している

自法人・事業所を
取り巻く環境や今
後の課題について
話し合う機会を設
けている

→

その他（上記以
外・自由記載）

大項目と小項目は、雇用管理改善チェックリスト

宣言を達成するための取組について、大項目２項目以上から、それぞれ小項目１項目以上を実施。

取組内容については、雇用管理改善チェックリスト「CHECK＆ACTION25」や（公財）介護労働安定センターの雇用

記載例

特段の取組は行わないが、人材育成

及び処遇・職場環境の改善の取組をＰ

Ｒする場合には、記載。

現在の状況について、自己評価を記載。

自己評価の基準として、雇用管理改善チェックリスト「CHECK＆ACTION25」の自己チェッ

クに基づき、次のとおり記載。

「◎」：事業主（又は管理者）及び職員の結果が共に「3.6」以上の場合

「○」：事業主（又は管理者）及び職員の結果が共に「2.5」 以上の場合（◎は除く。）

「△」：◎、○、×以外の場合

「×」：事業主（又は管理者）及び職員の結果が共に「２」未満の場合



大項目 小項目

具体的取組

自己
評価

現在の状況
※「今後取り組む項目」及び「現在の取組

を公表したい項目」を具体的に記載
将来の目標

パワハラ・セクハ
ラの予防・解決に
向けた取り組みを
行っている

→
労
務
管
理

業務の見直しや
IＣＴの導入等によ
り、勤務時間や仕
事内容で過重な
負担を強いないよ
うにしている

→

職員が子育てや
介護、病気の治療
などをしながらで
も仕事を続けられ
る支援を行ってい
る

△

特段のワークライフバランスの取組を行っ
ていない。

→

群馬県いきいきGカンパニー制度のベーシック
認証を取得し、ワークライフバランスに向けた
取組を行う。

相談窓口を設置
するなどして職員
の不満・不安を聞
く機会を設けてい
る

△

特段、職員の悩み等を共有するための取
組を行っていない。

→

職員の意見を踏まえ、管理者は定期的に職員
との面談を行うほか、口頭での相談に抵抗を感
じる職員を想定して意見箱を設置する。

評価基準を示し、
仕事ぶりや能力に
ついて面談による
フィードバックを
行っている

→

職員一人ひとりの
心身の健康に配
慮する取り組みを
行っている

→

その他（上記以
外・自由記載） △

総務全般の担当職員はいるが、働きやす
い職場づくりを自主的に進めていくための
雇用管理責任者を設けていない。 →

働きやすい職場づくりを自主的に進めていくた
め、雇用管理責任者を設け、（公財）介護労働
安定センター主催の「雇用管理責任者講習」を
受講する。

賃金の決め方・上
げ方をルール化
し、明確に示して
いる

→

仕事ぶりや能力な
どの評価を踏ま
え、何らかの処遇
改善につなげてい
る

→

人事制度を実態
に合った制度とす
るため、適宜検討
や見直しを行いな
がら運用している

→

評
価
・
報
酬

一人ひとりの果た
すべき役割や目
標について話し合
いを行っている

→

その他（上記以
外・自由記載） →

上記に該当しない取組を記載。

欄が足りない場合は、適宜追

課題はあるが、今回、取組宣言事項としない場合

は、空欄。



大項目 小項目

具体的取組

自己
評価

現在の状況
※「今後取り組む項目」及び「現在の取組

を公表したい項目」を具体的に記載
将来の目標

　【自己評価】　◎・・・十分達成、○・・・おおむね達成、△・・・不十分、×・・・未達成

人
材
採
用
・
育
成

自法人・事業所の
現状分析をもと
に、必要な人材の
募集・採用を行っ
ている

魅力ある職場づく
りを行い、求職者
に適切な方法で発
信している

研修体制の整備
や自己啓発支援
などを通じ、職員
のスキルアップを
図っている

新人・リーダー・管
理職などの階層に
応じた教育を体系
的に行っている

将来のキャリア形
成について、支援
やアドバイスを
行っている

その他（上記以
外・自由記載） →

→

→

労働局の助成金を活用し、引き続き、研修への
参加を積極的にバックアップしていく。

→

→

○

外部研修へ参加する際の費用を法人負
担とし、研修参加に要する時間を勤務扱
いにし、研修への参加を積極的にバック
アップしている。外部研修を法人負担とす
る場合の基準あり。

→

高齢者をはじめ多
様な人材が活躍
できる職場を整備
している

→

職
場
環
境
・
組
織
風
土

多様化・複雑化す
る介護ニーズに
チームで対応して
いる

→

有給休暇の取得
促進に向けた体
制を明確化し、取
得しやすい環境を
整備している

→

利用者や利用者
家族からのクレー
ムや過度な要求
には組織で対応し
ている

→

自主性を尊重し、
仕事を任せ、それ
を支援する組織風
土がある

→

その他（上記以
外・自由記載） →

その他（上記以外・自由
記載） →



【法人情報】

／ 無し
具体的な内容：

（ ）
／ 無し

人
人
人
人

人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人
人 人 人

給与関係

介護職員
の

状況
1 5 6

2018年３月31日時点の在籍者数 34 19 53

年度
（前年度）

１年間の入職者数 1 0 1
１年間の離職（退職）者数 1 1 2

2019年３月31日時点の在籍者数 34 18 52

年度
（前々々年度）

１年間の入職者数 3 5 8
１年間の離職（退職）者数 1 2 3

2017年３月31日時点の在籍者数 30 24 54

年度
（前々年度）

１年間の入職者数 5 0 5
１年間の離職（退職）者数

宣言事業者名： 株式会社○○福祉

外部研修への派遣

ぐんま認定
介護福祉士

全 職 員 の
育 成 体 制

1 人

( ）プリセプター制度を導入し、入
職３年程度の先輩職員を指
導者としている。

／

無し 有り ／ 無し 無し

無し 有り ／ 無し 有り

有り ／

職員育成計画
策定状況

常勤 非常勤

有り

法人理念

高齢者ができる限り家庭や地域で自立した生活ができる地域づくりを目指し、時代のニーズに応えながら地
域社会に密着した活動を展開していきます。

人材育成方針

職員が誇りと生きがいをもって楽しく働き、自ら専門性を高められる環境をつくり、誰からも信頼される職員の
育成を目指します。

人材育成体制

新人職員の
育 成 体 制

新人育成計画
策定状況

新人職員研修体制
新人職員への指導体制

内部研修の開催 外部研修への派遣

有り ／ 無し

有り

有り ／

諸手当（役付手当） なし

諸手当（資格手当） 月額10,000円（介護福祉士）、月額3,000円（初任者研修修了者）

諸手当（家族手当） 月額10,000円（配偶者）、月額5,000円（18歳未満の子１人につき）

手当（通勤手当） 距離に応じて支給。上限月額12,500円

147,000円（高卒）、153,000円（短大・専門学校卒）、163,000円（大卒）※中途の場合は前歴換算して決定

昇給 年１回（昇給月：４月、昇給額1,000円～3,000円）

昇格 あり（等級を１～６等級に位置づけ、等級ごとに職務の達成基準を明確化）

基本給（初任給）

手当（その他） 介護職員調整金（介護職員処遇改善手当）：月額15,000円、研修指導手当：月額3,500円など

賞与 年２回（６月、12月）、４．１ヶ月分

退職金制度 あり

手当（住居手当） なし

手当（夜勤手当） 5,500円（１回）　※平均５．５回／月

10年後のモデル賃金

大卒：月額238,250円（介護福祉士、配偶者・子ども１一人、夜勤５．５回／月）

短卒：月額223,250円（介護福祉士、配偶者、夜勤５．５回／月）

高卒：月額207,250円（介護福祉士、夜勤５．５回／月）

別紙「資格支援取扱要領」のとおり

合計過去３年間の実績

職員研修体制
資格取得に対する支援

内部研修の開催

人
0 人

レベル１
レベル２
レベル３
レベル４

0
0
0
0

レベル認定者数
介護プロフェショナルキャリア段位制度

認定
介護福
祉士

人
その他

（　　　　　）

アセッサー数

講師を招いて実施する内部研修や県社協・民間の研修機関の開催する外部研修への職員派遣等の実

施状況などを記載。

対象資格や費用負担割合、業務扱いの有

無等を記載。

給与関係の項目につい

て記載。

若者や求職者の参考と

なるよう、各法人（事業

所）の規程等に基づき具

体的に記載。

記載例



／ （ 日 ）

／ （ 日 ）

／ 慶弔休暇

／ 産前産後休暇

／ 育児・介護休暇

／ その他 （ ）

／

／ その他 （ ）

／ いきいきＧカンパニー

年 月 日）

年 月 日）

／ その他 （ ）

・ベーシック認証（認証年月日

・ゴールド認証　（認証年月日

な　　　　し

※　【法人情報】は、各項目の記載は任意とします。

年５

有り

休日・休暇制度等

公休 　　　１０９日

自由記載欄（事業所（法人）の魅力や独自の取組など）

・○○デイサービス事業所で夏祭りを開催し広く地域住民にも参加を呼びかけています。
・毎年、○○デイサービス事業所で、中学生の職場体験者を１～２名を５日間の日程で受け入れています。

記念日休暇（１人につき年間１日付与）

その他福利厚生等

各種保険加入、制服貸与（クリーニングあり）、慶弔・傷病見舞金、親睦会・互助会（各種レクリエーション
等）、職員旅行（年１回）、夜勤者健診（年２回）、永年勤続表彰、職員表彰制度

処遇改善加算取得事業所状況

育児・介護　短時間勤務制度

有り 無し

ワークライフバランスの取組

有り 無し

有り 無し 妊娠・出産・育児による本人の希望を考慮した勤務条件の配慮あり

無し

年次有給休暇 20

有り 無し リフレッシュ休暇

処遇改善加算Ⅳ

処遇改善加算Ⅴ

○○デイサービス ○○ホームヘルプ

処遇改善加算Ⅲ

有り 無し

有り 無し

短時間勤務制度 有り 無し

休暇制度 有り 無し

有り 無し

処遇改善加算Ⅰ

処遇改善加算Ⅱ

介護職員等特定処遇改善加算取得事業所状況

特定処遇改善加算Ⅰ

特定処遇改善加算Ⅱ

若者や求職者が参考とな

るようなワークライフバラン

スの取組を記載。

宣言事業者の魅力や独自の取組のＰＲなどを記載。

独自の福利厚生事業等を積極的にＰＲ。

宣言対象としている事業所を記入。


